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研究要旨： 

小規模水供給施設を調査対象とし、原水の微生物リスクを推定したうえで、必要な浄水処理レベルに

ついて考察を行った。さらに、限定的な情報の下で、微生物的な安全性を確保するためのアプローチ

方法を提示した。さらに、より精緻なリスク評価を可能とするために、次世代シーケンサー(NGS)を用

いて病原細菌を一斉検出することを試みた。対象施設から計 22 属 37 種が病原細菌として抽出され

た。検出された全病原種を対象としたリスク評価を行い、浄水処理に要求される除去・不活化能につ

いて考察した。 

 
 

A．研究目的 

本研究課題のひとつは、小規模水供給システムにおける衛生的な水の持続的供給を目的とした技術

的検討を行うことである。飲料水供給施設等の小規模水供給施設においては、浄水処理や消毒が不十

分である場合も少なくない 1, 2)。特に、地元管理されている施設では、塩素消毒の必要性が認識され

ていない場合や、意図的に忌避される場合がある。 

微生物的安全性の面では、たとえ塩素消毒が行われていなくても、利用者は、もちろん清浄な水を

使用できていると考えているし、通常、感染症の流行などが起きるわけでもない。このような状況下

において、都会に出た人が帰省した際、しばらく滞在していると、同行した子供（孫にあたる）がお

なかをこわすことがあるという。渓流水や沢水を手ですくって飲んだ場合、“おなかをこわす本体”と

はいったい何か、興味あるところである。しかし、そのような水道原水について病原微生物に関する

検査が行われることは皆無と言ってよい。ここでは、限定的な情報の下で、微生物的な安全性をいか

に確保すればよいか、その具体的アプローチ方法を定量的微生物リスク評価手法によって検討した。 

上記の「限定的な情報」とは一般細菌などの指標微生物に関する水質項目を指すが、これをリスク

評価の出発点とする場合、リスクを過大評価してしまう問題がある。一方、原水中の病原微生物を次

世代シーケンサー(NGS)によって網羅的に検出・同定できれば、対象微生物を限定できるためより精

緻なリスク評価が可能となると期待される。そこで、本研究では最新型 NGS を用いて水中の細菌群

を種レベルまでの高い解像度で分類し、病原細菌を網羅的に検出した後、得られたデータを用いて定

量的微生物リスク評価(QMRA)を行い、当該地域に必要とされる病原細菌の除去・不活化能を推定し

た。 
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B. 方 法 

１．滋賀県長浜市寺院への訪問調査 

 滋賀県長浜市内の 大吉寺
だいきちじ

（長浜市野瀬町）の水供給施設への訪問調査を行った。以前膜ろ過施

設を設置していた企業（株式会社清水合金製作所）立会いのもと、ご住職からヒアリングすることが

できた。また、株式会社清水合金製作所からも、これまでの経緯等についてヒアリングを行った。原

水、および寺院への供給水を採水し水質測定を行った。原水は渓流である。 

２．京都 帝釋天
たいしゃくてん

水供給施設の調査 

京都帝釋天（京都府南丹市）の寺務所になっている福寿寺のご住職から、水利用状況についてヒア

リングすることができた。南丹市との関わりの有無についてもヒアリングした。 

３．京都市内における原水調査 

京都市西京区において、トロッコ保津峡駅（嵯峨野観光鉄道株式会社）の駅舎と売店に水供給して

いる施設があり、これを調査対象とした。保津川を挟んで、北側の施設と南側の施設の 2 か所があり、

前者は売店へ、後者は駅舎へ水供給しているものである。定期的に採水を行い、水質測定を行った。 

４．トロッコ保津峡駅における供給水中の病原細菌群の網羅的検出 

上記のトロッコ保津峡駅の北側施設と南側施設で採取した水試料に対して、病原細菌の網羅的検出

を行った。試料を孔径 0.2 µm のメンブレンフィルターを用いてろ過濃縮後、PowerSoil kit (Qiagen 社)

でろ紙から核酸を抽出した。その後、LongAmp Hot Start Taq DNA Polymerase (New England BioLab)と

16S Barcoding Kit 1-24（SQK-16S024; Oxford Nanopore Technologies 社, 以下 ONT 社）を用いて、真正

細菌由来の 16S rDNA 全長を PCR 増幅した。増幅には Thermal Cycler Dice Gradient(タカラバイオ社)

を使用した。反応液組成やその他の反応条件は原則 Barcoding kit 付属のプロトコルに従ったが、アニ

ーリング温度と伸長時間については別途適切な条件を検討し、アニーリング温度 50 度、伸長時間 2

分を採用した。増幅産物をビーズ精製し、2 本鎖 DNA 濃度を適宜調整した後全サンプルをプーリン

グしたものを Flow Cell R9.4.1(ONT 社）にロードし、MinION Mk1B(ONT 社）を用いて配列データを

取得した。その後、ONT 社の配布する解析ソフト Guppy ver. 5.0.16 でベースコールした後、バーコー

ド配列に応じて検体ごとに配列データを仕分け、プライマー配列を除去した。その後、NanoCLUST 3)

という解析ソフトを用いてリードの品質フィルタリング、リードの 5mer 頻度データの次元削減 

(UMAP 法)、HDBSCAN によるリードのクラスタリング、各クラスターにおけるリードのエラー補正

を経て、主たる細菌種由来の代表配列を推定した。得られた代表配列を NCBI の Refseq データベース

に対して BLAST 検索し、配列類似性が最上位にヒットした細菌種の分類群情報を取得し、種レベル

までの微生物名を割り当てた。最後に、NanoCLUST によって同定された全細菌種の中から病原種の

みを抽出した。具体的には、既報 4,5)や日本細菌学会による病原細菌リスト、BacDive データベース 6)

を参考に全 1409 種からなる病原種リストを作成し、同定結果を照合することで病原種を抽出した。 

５． QMRA 手法による細菌の要求除去・不活化能の推定 

対象地域の供給水の微生物リスクを必要十分に低減するために求められる浄水処理レベルを推定

した。その手順の概要を図 1 に示す。まず、対象地域の供給水をそのまま生活用水として用いた場合

の感染リスクを推定した。上記のシーケンス分析で得られた各病原種の相対存在割合と別途測定デー

タを用いて、水源での病原細菌の生菌数を推定した。次に、この水を非加熱飲用あるいはシャワー利
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用する場合を想定して各病原細菌への曝露評価を行い、用量-反応関係を用いて感染確率を推定した。

なお、曝露評価や感染確率の推定に必要な情報は多くの病原種で存在しないため、表 1のように感染

経路と発生源に応じて病原種をグループ分けして、曝露モデルや用量-反応関係が既知の細菌種で代

用してリスク評価を行った。最後に、WHOの提案する許容可能な年間感染確率である 10-4/(人・年)を

超えないための生菌の閾値濃度を病原種ごとに算出し、原水中の生菌数の推定値と比較することで必

要除去・不活化能を推定した。 

 

 
図 1 浄水処理に求められる細菌の除去・不活化能の推定手順 

 

表 1 各病原種の曝露評価・感染確率の推定にあたって想定した事項 

 

 

（倫理面への配慮） 

本調査研究の内容は、京都大学大学院工学研究科工学研究倫理委員会における審査非該当であるこ

とを確認した上で、個人情報の保護及び調査に関係する対象者を含む安全性に配慮して実施した。ヒ

アリング調査における具体的な配慮事項は以下のとおりである。1)ヒアリングでは個人情報に関する

設問を含まない、2)得られた情報は本研究実施以外の目的には使用しない、3)得られたデータに含ま

れる情報は適切に管理し、第三者には開示しない。また、同情報は研究担当者のみが扱い、研究終了

後に適切に廃棄する。 

 

C. 結 果 

１．滋賀県長浜市寺院への訪問調査 

（１） 経緯 

 以前は砂ろ過施設が設置されていた（写真資料あり）。これに対し、観光地でもあることから、旧

浅井町から対策の必要性を指摘され、2005 年に、膜ろ過装置を設置した（写真資料あり）。クリプト

スポリジウム対策の意味もあったとみられる。導入されたのは、株式会社清水合金製作所のアクアレ

スキュー類似装置（初期モデル、MF、50 m3/日）。旧浅井町が発注したもの（2006 年市町村合併によ
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り長浜市に移管）。2013 年、長浜市は、地元自治会に管理を移管した。その後も、長浜市は水質検査

を行っていたようである。 

導入したシステムは、原水流量の減少により、ポンプが作動しなくなるなどのトラブルがしばしば

発生した。給水栓からしばらく水を流していると、水量が減少することがしばしばあった。断水もよ

く起きるので困っていた。ただし、これらは膜ろ過装置に原因があるのではなく、取水設備が不良だ

ったことに原因があるとみられる。 

このため３～４年前に膜ろ過装置は撤去し、現有設備に変更した。これは長浜市が業者に設計を依

頼し、長浜市が設置したものと思われる。 

（２）水供給施設の現況 

原水は渓流水。雪解け水の割合が高く、水温は低い。水面に、目開き数 mm のスクリーンが設置さ

れている。この下部に集水管＝導水管があるものとみられる。原水槽（桝）に導入。これは沈砂池の

役割あり。設置後 3～4 年が経過し、砂が堆積している。流入管および流出管がほぼ埋まっている状

態。数年に一度程度の頻度で除去・清掃を行う必要があるとみられる。槽内に目開き数 mm のストレ

ーナを備えた集水管（流出管）あり。流出管は、渓流岸の石の下に埋設され、渓流水面に沿って下流

へと延伸されている。取水施設の写真は本報告書別報 7）に掲載した。 

下流には防火水槽兼原水槽があり、原水はここに流入。直前にドレンがあり、ここで捨水および採

水が可能。防火水槽からの流出管は、槽下部に設置されているので、防火水槽は沈砂池にはなってい

ない。ポンプアップして寺内に供給。塩素は注入されていない。 

ポンプ室内には、以前砂ろ過装置があったが、その後、膜ろ過装置に置き換えられた。 

下流位置に以前から防火水槽とポンプ施設があったため、これらを活用したものとみられる。ただ

し、寺内に供給するためには、下流側からポンプアップする必要がある状況となっている。 

大吉寺のみの水供給施設であり、他に供給を受けている住宅等はない。 

（３）施設管理の状況 

メンテナンスは特に行っていない。費用も不要。ただし、原水槽には砂が堆積しているので、数年

に一度程度の頻度で除去・清掃を行う必要があるとみられる。 

現在、市の関与があるわけではなく、補助等も特にあるわけではない。 

（４）管理体制、利用状況 

定期的な水質検査を行っているわけではない。自費で 8000 円を負担し、検査してもらったことが

ある。市が発行する広報で水質検査の希望を募っていたので、これに申し込んだもの。保健所に依頼。

11 項目検査とみられる。大腸菌も不検出であって、特に問題はなかった。 

降雨時には濁ることがある。浴槽に水を張ったとき濁りがあることがわかる。水を抜いた後に、底

に懸濁物質が残っていることもある。飲用しているが、おなかをこわすなどの問題は全くない。上流

域に住居など、汚染源はない。周辺で、シカが死んでいたこともあるが、問題とは思っていない。 

（５）水質測定結果 

2021 年 5 月 19 日採水試料について、原水 40 項目の検査を厚生労働大臣登録検査機関に依頼。その

他の独自水質測定結果は次節に示す。原水濁度は高くないが、浄水メカニズムがないため、濁度は低

減していない。細菌の測定結果をみても、低減しているとはいえない。 

一方、防火水槽内の滞留時間が長いとみられるので、コンクリートのアルカリ分が溶出し、高 pH、

高硬度になる可能性がある。しかし、今回測定した範囲では特にそのような傾向は認められなかった。 
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（６）その他 

長浜市内には 10 の寺院があるが、他寺院には水道が普及しており、独自施設をもつのは大吉寺だ

けである。水道普及地域から大吉寺までは距離があり、配水管を敷設することはできないため、寺独

自の施設となっている。 

長浜市市民生活部環境保全課生活衛生係へのヒアリングを実施した。専用水道の使用開始時に手続

きを行うほかは、未普及地域に対する施策や改善方策等をもっているわけではない。長浜市としての

課題や県・国に対する要望事項も特にない。なお、当該地域の上水道事業、簡易水道事業は長浜水道

企業団が行っている。ヒアリングしたが、未普及地域ついては関与していない。 

２．京都 帝釋天
たいしゃくてん

水供給施設の調査 

（１）水供給施設の概要 

 水源は、奥の院礼拝所（すぐ上手に天降石あり）近くにあり。湧き水であるが、原水としては表流

水とみなされる。原水受水槽（桝）で受けた後、境内に供給されている。古くから利用されてきてい

る水である。 

（２）水利用の状況 

 飲み水としても利用されている。茶所
ちゃしょ

において、参拝者にふるまわれる。水を汲みに来る人もいる。

ほかには、トイレの手洗い。手水舎
ちょうずや

2 か所（寺院石段下と、奥の院礼拝所への石段手前）あり。防火

用水としての役割もある。 
（３）施設管理の状況 

 管理は地元の方が行っている。湧き水なので水量変化が少なく（なく）、これまでに枯れたことはな

い。 

（４）水質管理の状況 

 南丹市との関わりはなく、水質検査も行われていない。 

（５）その他 

奥の院礼拝所への石段手前の蛇口から採水。2021 年 4 月 16 日採水試料について、原水 40 項目の検

査を厚生労働大臣登録検査機関に依頼。 

 社団法人 船井青年会議所社会開発委員会は、1992 年、京都府北部地域において 6 か所の水を調査

し、資料「船井六
ふ な い り く

水
す い

」8)としてとりまとめている。6 か所の水は、神社や鍾乳洞における湧き水、お

よび、寺院、地蔵、滝においてみられる水である。水質試験機関に依頼し、13 項目にわたる水質検査

が実施されている（平成 4 年 7 月採水）。さらに、”味くらべ“が行われ、その指標は「甘さ」、「辛さ」、

「マイルドさ」、「ドライさ」、「総合比較」の 5 項目である。 

３．原水調査の結果 

（１）大吉寺施設の原水試験結果 

2021 年 3 月～12 月に行った原水試験の結果を表 2 に示す(n=4)。また、5 月 19 日採水分について、

厚生労働大臣登録検査機関に依頼し、40 項目の原水水質検査を実施した。結果を表 3 に示す。 
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表 2 大吉寺施設の原水試験結果(2021年 3月～12月、n=4) 

試料水 採水日 pH 
電気伝導

度 μS/cm 
濁度 
度 

一般細菌 

CFU/mL 
従属栄養細

菌 CFU/mL 
大腸菌群 

MPN/100mL 
大腸菌 

MPN/100mL 
嫌気性芽胞

菌 CFU/L 

原水 

2021/3/9 7.62 60.5 0.68 5.6 653 ≥240 1.5 12.0 
2021/5/19 7.78 63.5 1.02 8.2 100 ≥240 2.3 14.0 
2021/8/30 7.77 66.6 1.49 13.3 560 ≥240 24 1.3 
2021/12/8 7.69 68.5 1.74 11 453 46 4.3 18 

給水栓

水 

2021/3/9 7.68 59.8 0.49 2.1 963 24 0.9 4.0 
2021/5/19 7.83 66.9 0.44 1.7 31.7 110 0.9 2.0 
2021/8/30 7.75 63.6 0.52 4.0 443 110 4.3 15.3 
2021/12/8 7.61 73.9 0.29 4.3 657 110 2.3 2.0 
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（２）京都帝釋天施設の原水試験結果 

2021 年 3 月～2022 年 3 月に行った原水試験の結果を表 4 に示す(n=13)。また、4 月 16 日採水分に

ついて、厚生労働大臣登録検査機関に依頼し、40 項目の原水水質検査を実施した。結果を表 5 に示

す。 

表 4 京都帝釋天施設の原水試験結果(2021年 3月～2022年 3月、n=13) 

 pH 
電気伝導

度 μS/cm 
濁度 
度 

一般細菌 

CFU/mL 
従属栄養細

菌 CFU/mL 
大腸菌群 

MPN/100mL 
大腸菌 

MPN/100mL 
嫌気性芽胞

菌 CFU/L 
平均値（算

術／幾何） 
7.74  59.5 10.4  25 340 - 9.0  16  

最大値 7.98  99.8  20.5  164 887 ≥2400 46 102 
最小値 7.49  37.0 4.1  6.7  95 4.3  0.7 2.7  
中央値 7.81  56.1  7.9  22 380 - 19 14 
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（３）トロッコ保津峡駅施設の原水試験結果 

北側施設について、2020 年 11 月～2022 年 3 月に行った原水試験の結果を表 6 に示す(n=18)。また、

南側施設について、2020 年 11 月～2022 年 3 月に行った原水試験の結果を表 7 に示す(n=16)。  

南側施設の方が、濁度、一般細菌、従属栄養細菌の値は小さいが、電気伝導度、大腸菌の値は大き

い。南側施設の方が何らかの汚染を受けている可能性が考えられる。 

 

表 6 トロッコ保津峡駅北側施設の原水試験結果(2020年 11月～2022年 3月、n=18) 

 pH 
電気伝導度 

μS/cm 
濁度 
度 

一般細菌 

CFU/mL 
従属栄養細

菌 CFU/mL 
大腸菌群 

MPN/100mL 
大腸菌 

MPN/100mL 
嫌気性芽胞

菌 CFU/L 
平均値（算

術／幾何） 
7.61 62.1 5.05 34 285 - 6.7 6.9 

最大値 7.91 88.4 10.4 202 1210 ≥2400 110 65 
最小値 6.66 25.2 0.75 6.9 13 29 0.4 1.3 
中央値 7.79 65.2 4.70 30 393 - 9.3 5.7 

 

表 7 トロッコ保津峡駅南側施設の原水試験結果(2020年 11月～2022年 3月、n=16) 

 pH 
電気伝導度 

μS/cm 
濁度 
度 

一般細菌 

CFU/mL 
従属栄養細

菌 CFU/mL 
大腸菌群 

MPN/100mL 
大腸菌 

MPN/100mL 
嫌気性芽胞

菌 CFU/L 
平均値（算

術／幾何） 
7.50 97.6 1.01 7.1 98 - 9.4 8.9 

最大値 7.91 122 3.30 66 380 ≥2400 240 120 
最小値 6.46 78.8 0.21 0.3 11 4.3 0.4 0.7 
中央値 7.67 96.8 0.86 7.2 126 - 11 6.6 

 

４．原水中の病原細菌群の網羅的検出 

図 2 に次世代シーケンサーを用いて病原細菌を一斉検出した結果を示す。合計で 22 属 37 種の病原

細菌が検出された。頻繁に検出された病原細菌として、Legionella pneumophila や Legionella hackeliae

などの Legionella 属、Coxiella burnetii、Aeromonas salmonicida や Aeromonas hydrophila 等の Aeromonas

属が挙げられる。Legionella や Aeromonas は水環境や土壌中の常在菌として知られており、免疫の低

い人々に感染性を示す日和見感染菌として一般的なものである。一方、Coxiella は家畜哺乳類や爬虫

類、ダニなど多くの動物を宿主としており、対象地域ではこれらの動物を排出源とする細菌汚染が発

生していることが分かる。他にも、Klebsiella や Enterococcus、Acinetobacter など糞便由来の細菌とし

て有名なものが散発的に検出されており、やはり僅かながら糞便由来の細菌によって水が汚染されて

いることが分かった。 

５．QMRA 手法による細菌の要求除去・不活化能の推定 

図 3 に北側施設、図 4 に南側施設の原水について推算した必要除去不活化 log 数を病原細菌種ごと

に示す。まず、感染経路がエアロゾル吸入の病原種に対しては概ね 1〜2 log 程度の除去・不活化 log

数となったのに対して、経口感染を仮定した病原種の要求処理能は 5〜7 log 程度と高く推算された。

これより、経口感染の細菌を十分に除去・不活化できればエアロゾル感染の細菌リスクも制御できる

ため、対象地域における必要除去・不活化能としては 5〜7 log 程度であることが推察された。なお、

感染経路による要求処理能の違いが出た理由として、エアロゾル吸入を介した曝露量が飲水による曝
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露よりも大幅に小さいことに起因する。 

 
図 2 トロッコ保津峡駅における病原細菌種の一斉検出結果（左：北側施設、右：南側施設） 
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図 3 浄水処理に求められる除去・不活化 log 数 

（北側施設、横軸のカッコ内は検出された試料数を示す） 
 

 
図 4 浄水処理に求められる除去・不活化 log 数 

（南側施設、横軸のカッコ内は検出された試料数を示す） 
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D. 考  察  

小規模水道においては、まずは微生物的な安全確保が優先される 9)。ここでは、定量的微生物リス

ク管理（Quantitative Microbial Risk Assessment; QMRA）手法によって、原水の微生物リスクを定量し

たうえで、必要な浄水処理レベルについて考察する。 

１．微生物的安全確保へ向けたアプローチ方法 10) 

ここでは、地元管理されている水供給施設を含めた小規模水道施設を扱っている。そのような施設

の場合、特定の病原微生物、すなわちカンピロバクター、ロタウイルス、クリプトスポリジウム、ジ

アルジアなどの原水中の濃度が把握されているのは皆無であろう。また、浄水処理や消毒が不十分で

ある場合も少なくない。そのような施設において、微生物的な安全性を確保しようとする場合、どの

ようなアプローチ方法をとればよいのだろうか。図 5 は、そのための枠組みを示したものである。 

飲用井戸等衛生対策要領は、給水開始前に、消毒副生成物 11 種類を除く 40 項目の検査を求めてい

る。これより、一般細菌と大腸菌については検査結果が存在するはずである。万一、存在しなければ、

これら 2 項目の検査を行うものとする。すなわち、図 5 では、原水について、一般細菌と大腸菌の検

査結果が存在することを前提としている。 

原水において一般細菌のみが検出（大腸菌は不検出）され、利用できる情報がこれしかない場合、

既存の文献情報を参照しつつ日和見菌等の病原性細菌濃度を推定する。また、適用すべき用量―反応

モデルも不明なので、適当と考えられる日和見菌の感染確率モデルを使用する。なお、最大感染確率

モデルや逆に低確率モデルを使用することも考えられる。これより算出される、浄水処理において必

要な除去・不活化能は大きな値となり、実際のリスクよりも極めて安全側の評価をすることになるだ

ろう。 

これに対して、原水に対する追加調査を実施できる場合を考える。網羅的検出（一斉検出）試験や

病原種を特定する試験などを実施できる場合には、対象微生物を限定できる。また種によっては、特

定の用量―反応モデルを使用できる場合がある。これによって、安全側に過ぎる評価が緩和され、必

要な除去・不活化能も小さな値ですむことになるだろう。 

次に、大腸菌が検出された場合を考える。追加調査を行わない場合、大腸菌「検出」という定性結

果のみであるので、病原性微生物の濃度としては安全側の値に設定することになる。これは、対象と

なる病原微生物の原水中濃度に関するデータがない、または不足している場合にも、類似した原水に

関する文献値から設定する方法としてしばしば採用される方法である。例えば、カンピロバクター：

1/10 L, クリプトスポリジウム：1/m3 など。 

これに対して、図 5 では、追加調査を行える場合の考え方を示している。まず、大腸菌や嫌気性芽

胞菌といった指標細菌の濃度を測定できた場合には、これに既存文献に基づいた比率を乗じることに

よって、細菌、ウイルス、原虫の濃度を設定する。さらに、もっとも望ましい追加調査とは、各病原

微生物の濃度を実測できることである。こうして推定または実測した病原微生物の濃度に基づいて、

必要な除去・不活化能の導出を進める。 

重要な点は、原水に対する既存データのみでは、安全側の評価とせざるを得ず、必要な除去・不活

化能も大きくなるのに対して、追加調査を詳しく行えば行うほど、制御すべきリスクを限定すること

ができるので、必要除去・不活化能の大きさも適切に設定できるということである。 
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２．一般細菌数を用いた必要除去・不活化能の試算 10,11,12,13)  

測定数が多い京都帝釋天施設およびトロッコ保津峡駅施設の測定結果に基づいて試算する。今回の

原水試験の結果は表４、表６、表７に示す通りであるが、ここではまず、一般細菌のみ検出され大腸

菌が検出さなかった場合を考える。 

 

図
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表８は、文献に見られる比率等をとりまとめたものである。25 文献をレビューしたが、それらは、

浄水処理の有無、消毒の有無等を含む各種の報告である。このうち、原水が表流水（河川、貯水池、

湖沼）である場合のデータを抽出した。表の N は、報告数を意味する。なお、ここでは、HPC につい

て一般細菌と従属栄養細菌を区別していない。 

 

表 8 文献に見られる比率等のまとめ 

 HPC/全細菌 HPC/全生菌 全生菌／全細菌 

表流水における値 
（各ケースについての中央値を算
出。その後、全体の中央値を算出。） 

N=12 
9.82E-06 ~ 3.10E-01 

Median=7.47E-04 

N=8 
3.31E-04 ~ 7.75E-01 

Median=1.81E-03 

N=8 
3.08E-01 ~ 9.55E-01 

Median=0.506 

 

表８を参照して設定した比率等は以下の通り。一般細菌/全細菌=0.075％、一般細菌/全生菌=0.18%、

病原性生菌／全病原性細菌=50.6%。また、全細菌の約 3%は病原性細菌とした。以上より、病原性生

菌数の算定式は以下の通り。 

病原性生菌数＝一般細菌数 ÷ 0.075% × 3% × 50.6% 

病原性生菌はすべて日和見菌等であるとみなす。用量-反応モデルとしては、日和見菌のうち指数モ

デルの γ が最小である Staphylococcus aureus のモデル(γ =7.64E-08)を適用した。 

必要除去・不活化能の試算結果を表９に示す。測定した一般細菌数をもとに、病原細菌による感染

確率 10-4/人/年以下を満たすのに必要な除去・不活化 log 数を算定したものである。 

 

表９ 一般細菌数に基づく必要除去・不活化能の試算 

 トロッコ保津峡駅 
北側施設 

トロッコ保津峡駅 
南側施設 京都帝釈天施設 

日和見菌等推定濃度(cells/mL) 6.86E+02 1.44E+02 5.02E+02 
必要除去・不活化 log 数 4.8 4.1 4.7 

 

３．大腸菌数を用いた必要除去・不活化能の試算 

つぎに、一般細菌に加えて大腸菌が検出された場合を想定する。大腸菌については、水質検査機関

による検査結果の報告は、「不検出」または「検出」の定性的結果のみである。したがって、検査結果

が「検出」であった場合、濃度は独自に測定する必要がある。 

各試料水の大腸菌濃度測定値に基づいて、各種病原微生物に対する必要除去・不活化能を試算した

結果を表１０に示す。まず、大腸菌測定値に対して比率を乗じ各種病原微生物濃度を設定した。その

後、感染確率 10-4/人/年以下を満たすのに必要な除去・不活化 log 数を算定したものである。 

「WHO 定量的微生物リスク評価ガイドブック」10)に記載されている大腸菌：E. coli O157:H7、大腸

菌：ロタウイルス、大腸菌：クリプトスポリジウム、大腸菌：カンピロバクターの比率はそれぞれ 1:0.08、

1:5.00E-06、1: 1.00E-06、1:0.66 である。用量―反応モデルについては、E. coli O157:H7 は γ=0.0093、

ロタウイルスは γ=0.59 を適用した。 

このような、細菌、ウイルス、原虫を対象としてリスク評価を行った場合、カンピロバクターに対

する必要除去・不活化能がもっとも大きい結果となる場合が多い。表１０の結果も同様であることが

わかる。また、本例のように大腸菌や嫌気性芽胞菌が検出された場合、クリプトスポリジウムに対す

る除去・不活化能として、例えば 3 log 程度以上の処理能が必要とされてしまう場合が多いが、表１
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０では 1.2～1.4 log でよいと見積られている。このように、簡単な QMRA を行うだけで、過剰処理を

回避し、必要十分な浄水処理プロセスを提示することができる。 

 

表１０ 大腸菌濃度測定値に基づく各種病原微生物に対する必要除去・不活化能の試算 

病原微生物 条件／パラメータ トロッコ北側施設 
log 数 

トロッコ南側施設 
log 数 

京都帝釈天施設 
log 数 

病原大腸菌 
E. coli O157:H7 

大腸菌×0.08； 
γ=0.0093 

4.8 
(5.36E-03) 

4.9 
(7.52E-03) 

4.9 
(7.20E-03) 

カンピロバクター 大腸菌×0.66; 
γ=0.686 

7.6 
(4.42E-02) 

7.7 
(6.20E-02) 

7.7 
(5.94E-02) 

ロタウイルス 大腸菌×5.00E-06； 
γ=0.59 

2.4 
(3.35E-07) 

2.5 
(4.70E-07) 

2.5 
(4.50E-07) 

クリプトスポリジ
ウム 

大腸菌×1.00E-06； 
γ=0.2 

1.2 
(6.70E-08) 

1.4 
(9.40E-08) 

1.3 
(9.00E-08) 

カッコ内は原水中推定濃度(cells/mL) 

 

４．不確実性分析 

表９で、Staphylococcus aureus の用量-反応モデル(γ =7.64E-08)を適用した場合をベースケースとし

て不確実性分析を行った。トロッコ保津峡駅北側施設を対象とした場合の結果を表１１に示す。 

表８に示した文献情報を精査し、極端な報告値を除外すると、一般細菌／全細菌：0.00681%~1.75%、

一般細菌／全生菌：0.0595%~5.93%、全生菌／全細菌：32%~65.5%の範囲とみなせる。これらを参考

として、一般細菌／全細菌の割合、病原性細菌／全細菌の割合、病原性生菌／病原性細菌の割合の上

限値および下限値を表１１のように設定した。また、日和見菌等生菌／全生菌、病原性細菌／全細菌、

日和見菌等／病原性生菌の割合の最小値は、とりあえず、それぞれ 0.01%、0.01%、0.1%と仮定する。

これより、日和見菌等／病原性生菌の割合の下限値として 0.1%を設定した。感染能を有する割合は

10%~100%に設定することが多いことから、下限値を 10％とした。用量―反応モデルは Staphylococcus 

aureus のモデル（r=7.64E-08）に対して、Legionella のモデル(r=5.99E-02)を適用した。非加熱飲料水消

費量 327 mL は大阪市で得られた値であるが、WHO 飲料水水質ガイドラインに記載されている 1 L

を設定した。 

ベースケースにおける 4.8 log に対して必要除去・不活化能の差が 1 log を超える項目を朱書してい

る。これらはリスク評価において不確実性が高い項目であるということができる。このように、不確

実性分析を行うことによって、今後重点的に調査を行ったり知見の集積を行うべき項目を抽出するこ

とができる。 

今後は、調査データを集積しつつ、図 5 に示した枠組みを構築していくこととする。 
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表１１ 不確実性分析の結果(トロッコ保津峡駅北側施設対象) 
必要除去不活化能に対する不確実性項目 必要除去不活化 log 数 

ベースケース 
一般細菌数:41.3 CFU/ml；一般細菌／全細菌の割合＝0.075％；病原性細菌／全
細菌の割合＝3％；病原性生菌／病原性細菌の割合＝50.6%；日和見菌等／病
原性生菌の割合＝100%; 感染能を有する割合＝100%；非加熱飲料水消費量＝
327 ml; Staphylococcus aureus 用量反応モデルを借用 γ＝7.64E-08 

4.8 

一般細菌／全細菌の割合     0.001% 
                10% 

6.7 
2.7 

病原性細菌／全細菌の割合    0.01% 
                10% 

2.3 
5.3 

病原性生菌／病原性細菌の割合  10% 
                80% 

4.1 
5.0 

日和見菌等／病原性生菌の割合  0.1%                             1.8 
感染能を有する割合       10% 3.8 
非加熱飲料水消費量       1 L 5.3 
用量-反応モデル  Legionella：γ＝5.99E-02 10.7 
✽赤字：必要除去不活化 log 数の差が 1 を超える項目 

 

５．原水中の病原細菌群の網羅的検出結果に基づいた要求処理能 

上記考察２〜４で示した内容は、原水中の微生物濃度として一般細菌や大腸菌のみが利用できる場

合のリスク評価結果である。一方、本研究では次世代シーケンサーによる病原細菌の網羅的検出結果

も用いてリスク評価を行い、必要除去・不活化 log 数を推定した。その結果、トロッコ保津峡施設で

検出された 22 属 37 種の病原種のうち、感染経路がエアロゾル吸入とした病原種については概ね 1〜

2 log 程度、経口感染を仮定した病原種に対しては 5〜7 log 程度という除去・不活化能が推定された。

特に後者の値は表９や表１０の算定値よりも大きいことが多く、今回の検討範囲では一斉検出によっ

てリスク評価の対象菌種を限定したとしても、必ずしも必要な除去・不活化能が小さくなるというこ

とはなかった。 

病原種の一斉検出からリスク評価に至る一連の分析・解析手法には、改善の余地が多く残されてい

る。解決すべき具体的な課題として、1) 一斉検出された病原種の分類群や原水中濃度の妥当性の検

証、2)水系感染を引き起こす病原種のみに絞った評価を行うこと、3) 曝露シナリオや用量-反応関係

が明らかでない細菌種に対する適切な評価手法の立案、が挙げられる。今後も引き続きこれらの項目

に取り組み、図 5 に示したアプローチ方法における「追加調査ができる場合」のリスク評価手順も整

備する予定である。 

 

E. まとめ 

(1)小規模水供給施設における定量的微生物リスク評価と安全確保へ向けたアプローチ方法 

 滋賀県長浜市寺院、京都府南丹市寺院、および京都市西京区における水供給施設を調査対象とした。

原水の微生物リスクを推定したうえで、必要な浄水処理レベルについて考察を行った。 

 また、限定的な情報の下で、微生物的な安全性を確保するためのアプローチ方法を提示した。 

(2) 小規模水供給施設における原水中の病原細菌群の網羅的検出 
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 上記の小規模水供給施設の原水を対象に、NGS を用いて種レベルまでの分類解像度を持たせた細

菌の一斉検出に取り組んだ。その結果、合計で 22 属 37 種の病原細菌が検出された。検出された全て

の病原種を対象としたリスク評価を行い、浄水処理に要求される除去・不活化能について考察した。 

 

謝辞：トロッコ保津峡駅施設（京都市西京区）における調査にご協力いただいている嵯峨野観光鉄道

株式会社、採水調査を受け入れていただいている京都帝釈天（京都府南丹市）、および大吉寺（滋賀県

長浜市）に謝意を表す。 
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